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広島県の取組について

【防災教育　（小学校）】

　・　防災シミュレーションゲーム等で前向きに

　　 防災へ取り組めるよう「ひろしま防災出前

     講座」を展開

　・　学習内容を深め、子供達が主体的に適切

　　 な避難行動を実践する力を養うため、

　　 今年度から新たな教材を展開

【防災教育　（中学校）】

　・　小学校での取組を切れ目なくつなげるため、

　　 デジタル防災教材「ひろしま大雨防災eラーニ

     ング」を展開

  ・　今年度、地震・津波に係る新教材を制作予定
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【LINE版マイ・タイムライン　「わが家の避難計画」】

　・　県公式LINEに、マイ・タイムライン作成機能を

     整備

　・　友だち追加と簡単３ステップで設定完了

　・　家族との共有、代理作成機能あり

　・　危険が迫った時にLINEでお知らせ

　・　地域の防災情報をひと目で確認

　・　令和７年４月から地震・津波に係る

　　 通知機能を追加

  広島県HP
「わが家の避難計画」

(マイ・タイムライン)
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【LINE版マイ・タイムライン　「わが家の避難計画」】
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【備えるフェア　（６月、１月）】

　・　県内のスーパーやホームセンターなどの協力

　　 を得て、各店舗で防災グッズ等を紹介する

　　 フェアを開催 （１５６団体、2,807店舗が参加）

　・　今年度、三原市と連携し、様々な広報により、

　　 行政、企業が一体となった地域ぐるみの

　　 きめ細かな取組を展開

【防災教室の開催】

　・　フェアに合わせて、参加店舗内で

　 　「みんなで減災」推進大使による

　 　防災教室を開催
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【啓発ポスター】

　・　リスク情報を「確認する」行動を県民に

　　 起こしてもらうため、新たなポスターを

     制作し、公共機関等へ配布

【新作ショート「家族を救え！ドリーム父ちゃん」】

　・　youtubeのショートアニメーションにより、

　　土砂災害リスク情報の認知の重要性をPR

　　（令和6年12月公開）   youtube
県公式チャンネル

「家族を救え！
ドリーム父ちゃん」
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・　地域全体で、
　　適切な避難行動を実践して頂けるよう、
　　「地域防災タイムライン」の取組を推進

・　災害時の地域住民相互での声掛けと
 　 個人の避難行動（マイ・ タイムラインの
　　作成）を一体的に展開

・　市町や防災リーダーと連携し、
　　自主防災組織等が実施する
　　地域の防災訓練などの場で、

　　地域防災タイムラインの作成講座を実施

・　今年度から自主防災組織の避難訓練等で、
　　新たに導入した災害VR動画を活用

【地域の防災活動におけるマイ・タイムライン】

↑個人の避難行動 ↑住民相互の声掛け
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【スターリンクの導入】
・　大規模災害時における孤立集落との
   通信手段の確保に向け、衛星ネット
   ワークを活用した通信サービス（ス
   ターリンク）を導入し、市町と連携し
   た訓練を実施

【ドローンの活用】
・　民間ドローンを活用した孤立集落
   への支援物資等の輸送体制の構築
　 に向け、市町や事業者と連携した実
   証実験を実施
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【広島県地震被害想定の改定】
　（これまでの経緯）
 　　平成  8年　阪神大震災を受けて策定
 　　平成25年　東日本大震災を踏まえて２回目 の改定（直近の改訂）
　（被害想定の内容）
　　 ・ 対象は南海トラフ巨大地震、県内活断層等
　    ・ 震度分布、津波浸水想定を作成し、
　　    人的・建物・インフラの被害量等を算出

広島県の取組について

南海トラフ巨大地震により想定される主な被害

死者 負傷者 全壊棟数 半壊棟数 経済被害

14,759人 22,220人 69,210棟 200,572棟 126,507億円

南海トラフ巨大地震の想定震度分布

　（今回の改定理由）
　　・ 国が南海トラフ地震の被害想定を見直し、新たな算定手法等が提示
　　・ 県内に被害をもたらすおそれのある活断層について、国が評価を見直し

　（上記以外の改定内容）
　　・ 最新の統計資料や測量結果を利用　　　・ 堤防の耐震性能評価を反映　など

現在、改訂中
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【防災人材の確保・育成】

・　県・市町共同で防災人材を確保・育成し、

　県・市町全体で持続的に、

　高いレベルで災害対応が行える体制の

　構築を目指して、令和７年３月に

　 「県・市町防災人材協議会」を設置

（事業の内容）

　県・市町共同で以下の事業を実施

　・研修・訓練の企画・実施

　・大規模災害発生時の応援体制の強化

　・その他目的を達成するための事業

研修・訓練等事業

その他目的を達成するための事業

相互応援体制構築事業

　運営会議（県・市町の防災・人事担当部署）

県・市町防災人材協議会

《研修・訓練の様子》


